
第３４期
事 業 報 告 書
平成16年4月1日から平成17年3月31日まで



　株主の皆様にはますますご清栄のこととお慶び申しあげます。 

　さて、当社は平成１７年３月３１日をもって第３４期を終了いたし

ましたので、ここに営業の概要をご報告申しあげます。 

 

　当期におけるわが国経済は、輸出や設備投資の増加により景

気は緩やかに回復を続けましたものの、情報技術関連分野の在

庫調整や、原油や鋼材などの素材価格の高騰により収益環境の

厳しい状況が続きました。また、完全失業率の改善により、給

与所得者世帯の実質消費支出がプラスに転じるなど景気の明る

さもみえますが、消費者物価指数の下落とデフレの継続から本

格的な景気回復にいたるか微妙な局面が続いております。 

　当社の事業に関連する住宅業界におきましては、持家の減少

を好調な貸家と分譲住宅が補う展開となり、今年度の住宅着工

戸数は１１９万戸と２年連続で増加しましたが、ローン減税に伴

う駆け込み需要の反動もあり、下期はマンションの需要にも一

服感がみられました。このような環境のなか、当社の業況は以

下のとおりであります。住器部門では室内階段・シーステップ

などの新商品を投入したほか、インテリア事業の積極的な営業

活動の展開により売上の増加を図りました。スペースシステム

部門では医療・福祉施設への内装工事などの営業を強化しました。

また、リース部門では各種イベント向けや官公庁向け什器・備

品のレンタル事業を強化しました。 

　以上のような諸施策を講じてまいりました結果、当期の売上

高は３９５億４９百万円（前期比２.８％増）となりました。利益につき

ましては、経常利益は原価率の改善などにより１２億４３百万円（前

期比６０.５％増）、当期純利益は退職一時金制度の変更などに伴う

過去勤務債務３億６６百万円を特別利益に、固定資産除却損１億

７５百万円を特別損失にそれぞれ計上したことなどにより７億７９ 
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百万円（前期比８９.９％増）となりました。 

　今後の経済情勢は、引き続き原油価格や鋼材価格の高騰によ

るコスト高の影響が懸念されるなど先行き不透明な状況で推移

するものと思われます。 

　このようななかで、当社は、住宅メーカー各社、建材商社へ

の販売拡大を図り、新商品の開発に注力するとともに、生産性

の向上と人材育成により経営体質の改善に努めてまいる所存で

ございます。 

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭

撻を賜りますようお願い申しあげます。 

　平成１７年６月 

 

代表取締役社長　伊　藤　建　史 
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●営業成績及び財産の状況の推移 
当期及び過去３年間の業績は下記のとおりであります。 

売上高、当期純利益（純損失△）、総資産、純資産の金額は千
円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
１株当たり当期純利益（純損失△）は、期中平均株式数で除し、
銭未満を切り捨てて表示しております。 
第３１期の「当期純利益」の減少は、主として投資有価証券評価
損によるものであります。 
第３２期の「当期純損失」の計上は、主として投資有価証券評価
損及び退職給付未認識差異の一括償却によるものであります。 

（注） １. 
 
２. 
 
３. 
 
４.

スペースシステム部門 
4,009百万円 
（10.1％） 

不動産賃貸 
5,080百万円 
（12.8％） 

その他 
906百万円 
（2.3％） 

リース部門 
7,815百万円 
（19.8％） 

住器部門 
21,738百万円 
（55.0％） 

●部門別売上高 

区　分 

売上高（千円） 

当期純利益（純損失△） 
（千円） 

総資産（千円） 

純資産（千円） 

１株 当たり 
当期純利益（純損失△） 

（円） 

３８,４７０,２６１ 

４１０,６０９ 

１６.６８ 

３５,６８６,３６２ 

２１,３９７,２３６ 

  第３３期 
（平成１５年度） 

３９,５４９,８７７ 

７７９,９２８ 

３１.６４ 

３６,５５４,７４２ 

２１,７３７,１６５ 

  第３４期（当期） 
（平成１６年度） 

３８,２３２,８０１ 

△１,８８０,２７０ 

△　　７４.３３ 

３５,６４３,７９０ 

２０,２６８,７７５ 

  第３２期 
（平成１４年度） 

３６,７８０,７２６ 

１１,０００ 

０.４３ 

３４,０６３,７５３ 

２２,６６７,８２０ 

  第３１期 
（平成１３年度） 
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貸借対照表 （平成１７年３月３１日現在） 
（単位：千円） 

（注）  １.　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
　　  ２.　重要な会計方針等の注記は損益計算書の次にまとめて記載してお 
　　　　 ります。 

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額 

資 産 合 計  負債・資本合計 

負　債　合　計 

流 動 資 産  

固 定 資 産  
　有形固定資産 

　投資その他の資産 

　 社 用 資 産  

　 貸 与 資 産  

現金及び預金  
受 取 手 形  
売 掛 金  
商 品  
製 品  

仕 掛 品  
原 材 料  

貯 蔵 品  
前 払 費 用 

そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

建 物  
構 築 物  
機 械 装 置  
車 両 運 搬 具  
工具器具備品  
土 地  

リース用 機 器  
賃貸用不動産  

投資有価証券  

敷 金  
差 入 保 証 金  

長期前払費用 

そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

（ 資 産 の 部 ） 
流 動 負 債  

固 定 負 債  

資 本 金  

土地再評価差額金 
株式等評価差額金 
自 己 株 式  

任 意 積 立 金  

当期未処分利益 

買 掛 金  
未 払 金  
未 払 費 用 

前 受 金  
預 り 金  

退職給付引当金 
長 期 預 り 金  

資 本 準 備 金  

利益剰余金  

圧縮記帳積立金 

資本準備金減少差益 

別 途 積 立 金  

（ 負 債 の 部 ） 

（ 資 本 の 部 ） 

資 本 剰 余 金  

その他資本剰余金 

繰延税金資産  

繰延税金資産  

資　本　合　計 

賞 与 引 当 金  

３６,５５４,７４２ ３６,５５４,７４２ 

１４,８１７,５７６ 

１６,７１８,９６６ １０,６２２,５３７ 
６,５７８,３７３ 
６３５,９６９ 
４０８,８６２ 

未払法人税等  ５５８,１７０ 
６３６,４４３ 
１,２５８,３１１ 

４,１９５,０３９ 
３,０６１,２７４ 
１,１３３,７６４ 

４,３４５,８４３ 
５,３２８,３６４ 
１,１００,０００ 
４,２２８,３６４ 
４,２２８,３６４ 

１０,３３５,３２０ 
３５,３２０ 

１０,３００,０００ 
８５５,５３２ 

△　  １０６,５７８ 
１,４３６,７０６ 

８,０４１,６２７ 
１,４２２,３２１ 
５,４１５,８２９ 
２１６,５１６ 
３４４,０４７ 

３,５６０ 
３６１,９９０ 

２０,５２５ 
１８１,０２３ 
６４０,９３５ 
１０１,７４０ 

△　　３１,１５１ 

１１,１９０,８５３ 

△　  ４５８,０２３ 

１９,８３５,７７５ 
１２,９４６,８４６ 
３,９７２,０５９ 
８０３,５３５ 
６１,９９８ 
３４０,５７１ 

７０８ 
８０,０６４ 

２,６８５,１８０ 
８,９７４,７８７ 
１,０８４,８５１ 
７,８８９,９３５ 
６,８８８,９２９ 
４,５５８,３２４ 

４９９,５５４ 
４５,４４９ 

１,３２５,３８９ 

１２３,３６６ 

３４１,６５３ 
△　　  ４,８０８ 

２１,７３７,１６５ 

５４６,４０６ 
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損益計算書 
平成１６年４月１日から 
平成１７年３月３１日まで 

（単位：千円） 

（　　　　　 ） 

（注）  １.　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
　　  ２.　重要な会計方針等の注記は損益計算書の次にまとめて記載してお 
　　　　 ります。 

経

常

損

益

の

部

 

特
別
損
益
の
部 

営

業

損

益

の

部

 

営

業

外

損

益

の

部

 

営 業 収 益  

売 上 高  

営 業 外 収 益  

営 業 外 費 用  

特 別 利 益  

受取利息・配当金  

その他の営業外収益 

支 払 利 息  

その他の営業外費用 

退職給付過去勤務債務償却 

営 業 費 用  

営 業 利 益  

経 常 利 益  

税 引 前 当 期 純 利 益  

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額  

当 期 純 利 益  

前 期 繰 越 利 益  

当 期 未 処 分 利 益  

売 上 原 価  

販売費及び一般管理費 

区　分 科　　　　　　目 金　　　　　 　　額 

５２,３５７ 

２８,０４０ 

７ 

１,８２５ 

１,２４３,８１２ 

３６６,０４０ 

そ の 他  ４,３０３ ３７０,３４３ 

１,４１１,９２８ 

６５２,０００ 

△　   ２０,０００ 

７７９,９２８ 

７５,６０４ 

８５５,５３２ 

３９,５４９,８７７ 

３１,３５６,７２６ 

７,０２７,９０３ 

８０,３９７ 

１,８３３ 

 

６３２,０００ 

３９,５４９,８７７ 

３８,３８４,６３０ 

１,１６５,２４７ 

特 別 損 失  

電話加入権評価損 

固 定 資 産 除 却 損  

２０２,２２６ ２６,７１２ 

１７５,５１３ 
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（注記事項） 
１.　重要な会計方針 
　 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 
　　　　　その他有価証券　　　　　　　　　時価のあるもの 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法      
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処理し、売却原価は移動平均法によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り算定） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時価のないもの 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法 
　 （２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 
　　　　　商品・製品・仕掛品・原材料　　　総平均法に基づく原価法 
　　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法に基づく原価法 
　 （３）固定資産の減価償却の方法 
　　　　　賃貸用不動産　　　　　　　　　　賃貸借契約期間（主に４年・１５年及び２０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年）に基づく定額法 
　　　　　リース用機器　　　　　　　　　　定額法（主な耐用年数５年～１０年） 
　　　　　その他の有形固定資産　　　　　　定率法 
　　　　　　ただし、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償却資産については３
　　　　　　年間で均等償却しております。また、平成１１年４月１日以降取得した建物（建
　　　　　　物附属設備は除く）の減価償却の方法については、定額法を採用しておりま
　　　　　　す。 
　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　　　　　　　　    建　　　　物　　　３１～３８年 
　　　　　　　　    機 械 装 置 　　 １０～１３年 
　　　　　　　　    工具器具備品　　　２～１０年 
　 （４）引当金の計上方法 
　　　　　貸倒引当金　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ
　　　　　　　　　　　　　　　いては貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更
　　　　　　　　　　　　　　　生債権等については財務内容評価法により、回収不能
　　　　　　　　　　　　　　　見込額を計上しております。 
　　　　　賞与引当金　　　　　従業員の賞与の支給に充当するため、当期に負担すべ
　　　　　　　　　　　　　　　き支給見込額を計上しております。 
　　　　　退職給付引当金　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職
　　　　　　　　　　　　　　　給付債務及び年金資産に基づき、当期末において発生
　　　　　　　　　　　　　　　していると認められる額を計上しております。なお、
　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異及び過去勤務債務は、発生年度に一
　　　　　　　　　　　　　　　括処理する方針としております。 
　　　　　　　　　　　　　　　（追加情報） 
　　　　　　　　　　　　　　　当社は、平成１６年４月１日をもって、退職一時金規程を
　　　　　　　　　　　　　　　抜本的に見直し、能力主義・成果主義に力点を置いた
　　　　　　　　　　　　　　　ポイント制退職金制度に改定いたしました。また、当
　　　　　　　　　　　　　　　社の加入していた大和ハウス工業厚生年金基金は、厚
　　　　　　　　　　　　　　　生年金基金の代行部分について平成１６年６月１日に厚生
　　　　　　　　　　　　　　　労働大臣から過去分返上の許可を受け、大和ハウス工
　　　　　　　　　　　　　　　業企業年金基金に移行しております。これらに伴い発
　　　　　　　　　　　　　　　生した過去勤務債務△３６６,０４０千円（債務の減少）を特
　　　　　　　　　　　　　　　別利益に計上しております。 
 
 
 　（５）リース取引の処理方法 
　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
　　　　　リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
　　　　　ております。 
 　（６）消費税等の会計処理 
　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
２.　貸借対照表注記 
　 （１）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　  　　１１,４２０,１６０千円 
　　　　（内、貸与資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　  　   ８,８１７,００３千円） 
　 （２）貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用しているコンピ
　　　　ュータ及び乗用車等があります。 
　 （３）受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　　　　　　           　 １９１,９８５千円 
　 （４）商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した
　　　　純資産額は１,３３０,１２８千円であります。 
　 （５）土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）及び土地の再
　　　　評価に関する法律の一部を改正する法律（平成１３年３月３１日公布法律第１９号）
　　　　に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額
　　　　に係る税金相当額について回収可能性を勘案した上で控除し、「土地再評価差
　　　　額金」として資本の部に計上しております。 
　　　　再評価の方法 
　　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条
　　　　第４号に定める地価税法（平成３年法律第６９号）第１６条に規定する地価税の課
　　　　税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出するために国税庁長官が定めて公
　　　　表した方法により算出した価額に合理的調整を行って算定しております。 
　　　　　再評価を行った年月日　　　　　　　　   平成１４年３月３１日 
　　　　　再評価を行った土地の期末における 
　　　　　時価と再評価後の帳簿価額との差額　　　　　 ４２１,７９８千円 
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４.　税効果会計関係 
　 （１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
　　　　（繰延税金資産） 
　　　　　　未払事業税及び未払事業所税　　　　 　　　            ５５,４７３千円 
　　　　　　た な 卸 資 産 評 価 損 　　　　 　　　　　 ４６,８２６千円 
　　　　　　減　　価　　償　　却　　費　　　　　　　　　１,０１５,６１８千円 
　　　　　　賞　　与　　引　　当　　金　　　　 　　　          ２２１,８４０千円 
　　　　　　退　職　給　付　引　当　金　　　　　　　　　１,２１４,２６０千円 
　　　　　　固　定　資　産　除　却　損　　　　　　　　　　 ６７,６０５千円 
　　　　　　そ　　　　　の　　　　　他　　　　 　　　          ３４９,０９３千円 
　　　　　　繰 延 税 金 資 産 合 計 　　　　　　　　 ２,９７０,７１８千円 
　　　　（繰延税金負債） 
　　　　　　株 式 等 評 価 差 額 金 　　　　　   　 △    ９８１,９９１千円 
　　　　　　圧　縮　記　帳　積　立　金　　　　　   　　△　  ２２,４０３千円 
　　　　　　繰 延 税 金 負 債 合 計 　　　　　   　 △ １,００４,３９４千円 
　　　　繰 延 税 金 資 産 の 純 額 　　　　 　　　　 １,９６６,３２４千円 
　 （２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった
　　　　主な項目別の内訳 
　　　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     ４０.６％ 
　　　　（調　　　　整） 
　　　　　　受取配当金等一時差異ではない項目　　　　　　 △       ０.５％ 
　　　　　　住　　民　　税　　均　　等　　割　　　　　　 　   　３.０％ 
　　　　　　そ の 他  　  １.７％ 
　　　　   税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　 　　４４.８％ 
 
５.　退職給付関係 
　 （１）採用している退職給付制度の概要 
　　　　　　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と大和ハウス工業企業年
　　　　　　金基金制度を併用しております。 
　 （２）退職給付債務に関する事項（平成１７年３月３１日現在） 
　　　　　　退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　△　６,９３３,３６８千円 
　　　　　　年金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　３, ８７２,０９４千円 
　　　　　　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　△　 ３,０６１,２７４千円 
　 （３）退職給付費用に関する事項（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで） 
　　　　　　勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　   　　　３７９,２３０千円 
　　　　　　利息費用　　　　　　　　　　　　　　　   　　　１７７,４０４千円 
　　　　　　数理計算上の差異の費用処理額　　　　   　△　　２６５,８４８千円 
　　　　　　過去勤務債務の費用処理額　　　　　　   　△　　３６６,０４０千円 
　　　　　　退職給付費用　　　　    　　　　　　　　　△　　  ７５,２５４千円 
 

３.　損益計算書注記 
　 （１）１株当たりの当期純利益（期中平均株式数による）　　　　　　　　３１円６４銭 

 

　 （４）退職給付債務の計算の基礎に関する事項 
　　　　　　割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２.５％ 
　　　　　　期待運用収益率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０.０％ 
　　　　　　退職給付見込額の期間配分方法 

　退職一時金制度　　　　　　　　　　　　　ポ イント 基 準  
　企業年金制度　　　　　　　　　　　　　　期 間 定 額 基 準  
数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　　発生年度一括処理 
過去勤務債務の処理年数　　　　　　　　　　発生年度一括処理 
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（単位：円） 

項　　　　　　　　　目 

（１株 に つ き１３ 円） 

金　　　　　　　　　額 

当 期 未 処 分 利 益  

８５８,０７５,７７４ 

２５,９４１,３８０ 

２,５４３,０８１ 

８５５,５３２,６９３ 

圧縮記帳積立金取崩高  ２,５４３,０８１ 

合 計  

これを次のとおり処分いたします 

利 益 配 当 金  ３１２,１３４,３９４ 

（うち監査役賞与金） 

役 員 賞 与 金  ２０,０００,０００ 

（２,２００,０００） 

８３２,１３４,３９４ 別 途 積 立 金  ５００,０００,０００ 

次 期 繰 越 利 益  

利益処分 

役　員 （平成１７年６月２７日現在） 
代表取締役社長 

専 務 取 締 役  

常 務 取 締 役  

常 務 取 締 役  

常 務 取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

常 勤 監 査 役  

監 査 役  

監 査 役  

※ 

※ 

伊 藤 建 史  
増 村 勝 實  
上 村 脩 司  
岸 下 清 則  
穴 水 　 卓  
中 釜 公 憲  
横 竹 正 美
橋 本 周 司  
西 田 邦 夫  
平 田 　 博  
木 下 大 洋  
高 松 良 和  
船 津 光 男  
　 田 次 男  

※は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する
法律」第１８条第１項に定める社外監査役であります。 

（注） 

8



株式の状況 

●株式の分布状況 

（平成１７年３月３１日現在） 

●会社が発行する株式の総数 ８０,０００,０００株 

●発行済株式総数 ２５,３００,０００株 

●当期末株主数 １,９８６名 

●大株主 

株　　   主   　　名 持　株　数 出資比率  

大和ハウス工業株式会社 １１,７３２  千株 ４６.３  %

１,８６７ 

６２０ 

６２０ 

８３５ 

５５６ 

４７２ 

７.３ 

２.４ 

２.４ 

３.３ 

２.１ 

１.８ 

大和工商リース株式会社 

株式会社 U F J 銀 行 

株式会社　三井住友銀行  

株式会社 みずほコーポレート銀行 

石 橋 茂 夫  

ダイワラクダ工業従業員持株会 

事業法人その他の法人  １０５名 
１４,４００,５１２株 
（５６.９%） 

 
７,６５９,６７２株 
（３０.３%） 

25,300,000株（100%） 

所有者別 

金融機関  １６名 
２,９８６,０００株 
（１１.８%） 

外国人  ８名 
２１６,０００株 
（０.９%） 

証券会社  9名 
３７,８１６株 
（0.1%） 

個人･その他  1,8４８名 

　普通株式 

　普通株式　 

（注） １. 持株数は千株未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 ２. 出資比率は小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。 
 ３. 当社は、自己株式１,２８９千株を保有しておりますが、上記大株主からは除 
  外しております。 
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会社の概要 （平成１７年３月３１日現在） 
●社名　　　　　　　　ダイワラクダ工業株式会社 
　　　　　　　　　　　DAIWA RAKUDA INDUSTRY CO.,LTD. 
●設立年月日　　　　　昭和４６年４月１日 
●資本金　　　　　　　４３億４,５８４万３,３２０円 
●従業員数　　　　　　５６７名 
●事業内容 

●事業所　　　（平成１７年６月２７日現在） 
〔本　　　　社〕 
 
〔東　京　支　店〕 
 
〔東　北　支　店〕 
 
〔北 関 東 支 店〕 
 
〔千　葉　支　店〕 
 
〔横　浜　支　店〕 
 
〔名 古 屋 支 店〕 
 
〔神　戸　支　店〕 
 
〔岡　山　支　店〕 
 
〔広　島　支　店〕 
 
〔四　国　支　店〕 
 
〔福　岡　支　店〕 
 
〔 営 業 所 〕  
 
〔三 重 工 場〕 
 
〔つ く ば 工 場〕 
 

大阪市西区阿波座一丁目５番１６号 
 
東京都千代田区飯田橋三丁目１３番１号 
 
仙台市太白区柳生二丁目２番３号 
 
さいたま市大宮区宮町二丁目８１番地 
 
千葉市緑区おゆみ野三丁目２４番地２ 
 
横浜市戸塚区品濃町５４９番地２ 
 
名古屋市中区大須四丁目１０番３２号 
 
神戸市中央区御幸通四丁目１番１号 
 
岡山市野田二丁目１０番１１０号 
 
広島市西区楠木町三丁目１番４０号 
 
高松市勅使町２２７番地 
 
福岡市博多区博多駅東三丁目１３番２８号 
 
全国１８ヵ所 
 
三重県三重郡菰野町大字竹成字弥八１２６３番地の３ 
 
茨城県筑西市舟生１５３０番地 

部　　門 内　　　　　　　　　　　容 

住 器 部 門  

ス ペ ー ス  
システム部門 

リ ース部門  

そ の 他  

住宅設備機器、住宅用金属建材、各種建築資材の製造・
施工・販売 
インテリアコーディネイト及び内装、インテリア商品の
設計・施工・販売 

オフィス・業務用家具の製造・販売 
オフィス・店舗等のトータルコーディネイト、リフォーム 
建築・内装工事の請負 

事務用機器、備品、空調機器、電気製品等のレンタル、
リース、販売 

損害保険及び生命保険の募集代理業務他 

不 動産賃貸  住宅展示場等不動産の賃貸 
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株主メモ
決 算 期

定時株主総会

基 準 日
定時株主総会
利益配当金
そ の 他

1単元の株式の数

株式の名義書換
名義書換代理人

同事務取扱場所

電話お問合せ
郵便物送付先

同 取 次 所

公告掲載新聞※

上場証券取引所

毎年3月31日

毎年決算期日より3か月以内

3月31日
3月31日
中間配当その他必要があるときは、予め
公告する一定の日

1,000株

東 京 都 港 区 芝 三 丁 目 3 3 番 1 号
中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社

東 京 都 港 区 芝 三 丁 目 3 3 番 1 号
中央三井信託銀行株式会社　本店

東京都杉並区和泉二丁目８番 4号
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電　話　03（3323）7111（大代表）

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

大阪市において発行する日本経済新聞

大阪証券取引所（市場第二部）

（ ）

※貸借対照表及び損益計算書は、当社ホームページ上でご覧頂けます。
http://www.daiwarakuda.co.jp/ir/kessan.html


